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まえがき 

この規格は，工業標準化法第 12 条第 1 項の規定に基づき，中央労働災害防止協会（中災防）及び一般財

団法人日本規格協会（JSA）から，工業標準原案を具して日本工業規格を制定すべきとの申出があり，日

本工業標準調査会の審議を経て，厚生労働大臣が制定した日本工業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。厚生労働大臣及び日本工業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 

 

 



 

  

著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。

日本工業規格          JIS 
 Q 45100：2018 
 

労働安全衛生マネジメントシステム－ 

要求事項及び利用の手引－ 

安全衛生活動などに対する追加要求事項 

Occupational health and safety management systems- 

Requirements with guidance for use- 

Additional requirements for health and safety activities 

 

序文 

労働安全衛生をめぐる法規制及び安全衛生水準は，国によって格差が存在する中で，ISO 45001:2018 は，

各国の状況に応じて柔軟に適用できるように作られている。 

このため，ISO 45001:2018 の一致規格である JIS Q 45001:2018 の要求事項には，厚生労働省の“労働安

全衛生マネジメントシステムに関する指針”で求められている，安全衛生活動などが明示的には含まれて

いない。 

この規格は，日本の国内法令との整合性を図るとともに，多くの日本企業がこれまで取り組んできた具

体的な安全衛生活動，日本における安全衛生管理体制などを盛り込み，JIS Q 45001:2018 と一体で運用す

ることによって，働く人の労働災害防止及び健康確保のために実効ある労働安全衛生マネジメントシステ

ムを構築することを目的としている。 

JIS Q 45001:2018 の附属書 A には，この規格の要求事項の解釈のために参考となる説明が記載されてい

る。 

この規格では，次のような表現形式を用いている。 

a) “～しなければならない”は，要求事項を示し， 

b) “～することができる”，“～できる”，“～し得る”などは，可能性又は実現能力を示す。 

この規格は，JIS Q 45001:2018 の要求事項をそのまま取り入れ，日本企業における具体的な安全衛生活

動，安全衛生管理体制などの要求事項及び注記について追加して規定する。これら追加事項は，斜体かつ

太字で表記する。 

 

1 適用範囲 

この規格は，労働安全衛生水準の更なる向上を目指すことを目的として，組織が行う安全衛生活動など

について，JIS Q 45001:2018 の要求事項に加えて，より具体的で詳細な追加要求事項について規定する。 

 

2 引用規格 

次に掲げる規格は，この規格に引用されることによって，この規格の規定の一部を構成する。この引用

規格は，記載の年の版を適用し，その後の改正版（追補を含む。）は適用しない。 


